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１．業務の適正を確保するための体制
　当社は、会社の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の整備に関する基本方針を、取締役会
において以下の通り定めております。これに基づき、内部統制システムの適正な整備・運用に努めております。
　2023年３月末日現在の基本方針は以下の通りです。

(１) 当社グループの取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制

①　当社グループの法令順守、企業倫理の浸透を図るため、当社取締役会の決議により定めた「グループ倫理
綱領」「グループコンプライアンス行動指針」を役員の行動規範としてこれを順守する。
②　当社においては原則として月１回、全取締役・全監査役出席の下、取締役会を開催し、経営方針、年度計
画、組織変更などの重要事項について決定する。また必要に応じ随時臨時取締役会を開催する。取締役会等
を設置している子会社については、定期的に取締役会等を開催し、重要事項を決定する。
③　当社においては社外取締役を選任し、第三者的立場からの監視を受け、また、当社の経営に関する助言を
得ることにより、取締役会の意思決定の妥当性を高める。
④　当社においては原則として週１回、全常勤取締役並びに役付執行役員及び各室長・本部長、全常勤監査役
が出席して開催する経営会議を設置し、日常の業務執行状況の監視並びに迅速かつ適正な意思決定等を図
る。また、子会社においても、取締役と幹部社員が出席して定期的に開催する経営会議を設置する。

⑤　財務報告の信頼性を確保するために、当社グループの財務報告に係る内部統制システムを整備・構築する
とともに、そのシステムが適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正を行う。

⑥　子会社を内部監査部門の監査対象とし、当社グループの業務の適正を図る。
⑦　内部通報システムとして当社グループの使用人等を通報対象者とするヘルプラインを設置し、当社グルー
プの法令順守上、疑義のある情報の入手に努めコンプライアンス経営に反映する。

(２) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の意思決定並びに職務執行等の際に作成した取締役会議事録、経営会議議事録並びに稟議書等の重要
な文書や情報は、管理本部担当役員が承認した文書保存、情報管理に関する規程並びに業務分掌を定めた規程
に基づき当該会議等を主管する部門が保存・管理し、取締役、監査役の閲覧に備える。
(３) 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　当社グループのリスク管理の方針、体制等について定める「グループリスク管理規則」に基づき、当社グ
ループのリスク管理体制及び運営を整備し、当社のリスク・コンプライアンス委員会において、当社グルー
プの重大リスクを統括的に管理する。

②　当社グループの組織横断的並びに部署固有のリスク対策として個別規程、マニュアル、手順書等を整備
し、運用を図るとともに、教育・研修等を実施し、リスク管理を行う。

③　当社グループにおいて重大なリスクが顕在化した場合には「危機管理規則」に従い報告・情報伝達を行う
とともに必要な体制を編成し、当社グループの損失の極小化を図る。

(４) 当社グループの取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　当社は取締役が経営方針・経営戦略に関する重要事項の策定に注力できるよう、基本的に執行役員が業務
執行を行い、執行役員に担務を設定し、職務執行の分担を図る。
②　当社及び子会社の取締役及び当社の執行役員の職務執行の効率化を支える統制環境を確保するため、当社
グループにおいて組織、業務分掌、職務権限、決裁基準等を定めた経営に関する基本規程を定め、更に下位
規程類の整備を推進し、効率的な業務推進体制を構築する。
③　当社グループの業務全般において、情報セキュリティ面の一層の強化を図りながら、IT化を推進し、職務
執行の効率化を図る。
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(５) 当社グループの使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制

①　「グループ倫理綱領」「グループコンプライアンス行動指針」に基づき法令、定款、並びに社会規範順守
の啓蒙を継続して行い、当社グループの全使用人の行動規範として、徹底を図る。
②　社長を委員長とするリスク・コンプライアンス委員会を原則として四半期に１回開催し、全社のコンプラ
イアンスに関する方針・施策を決定する。また全部長で構成するコンプライアンス連絡会を四半期に１回開
催し、情報の共有、展開を図るとともに、コンプライアンスに関する教育啓蒙活動を推進する。
③　子会社においてもコンプライアンス委員会を設置、定期的に開催し、コンプライアンス施策に関する情報
の当社グループでの共有、展開を図るとともに、コンプライアンスに関する教育、啓蒙活動を推進する。

④　内部監査部門が、コンプライアンスの観点から、内部監査により当社グループの業務運営の状況を把握し
改善のための提言を行う。

(６) 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
①　経営会議等において担当執行役員より週間報告によって、子会社の状況報告を行う。
②　当社取締役と子会社の社長が出席し定期開催する報告会や、当社取締役等と子会社の各部門責任者が出席
する実務レベルの定期会議において必要な報告を行う。

③　「グループ会社管理規則」を制定し、子会社の規模等に応じた個別具体的な決裁・報告基準を設定し、こ
の基準に基づき子会社から報告を行う。

(７) 当社の監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対す
る指示の実効性の確保に関する事項

①　監査役の職務を補助する専任の使用人を監査役室に配置する。
②　補助使用人の経歴、能力等を考慮し、選任する。
③　監査役室配属の使用人の人事考課については監査役の協議で行い、人事異動は監査役会の事前同意を得ること
とする。

(８) 当社の監査役への報告に関する体制
①　当社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告するための体制
ａ）取締役が職務執行に当たって開催する重要な会議に監査役が出席することを保証し、監査役が重要な情
報に直接触れる機会を確保する。

ｂ）監査役に各部門の月次報告等の閲覧を保証する。
ｃ）監査役の取締役・使用人からのヒアリングの機会を確保し、更に代表取締役と全監査役との間で意見交換を
行う。
ｄ）会社の損失に繋がると思われる事件、事象等が発見された場合には、速やかに取締役から監査役または
監査役会に報告する。

②　子会社の取締役等またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告をするための体制
ａ）当社内部監査部門、総務部門等は、定期的に当社監査役に対する報告会を開催し、当社グループにおけ
る内部監査、コンプライアンス、リスク管理等の現状を報告するとともに、監査役が出席する経営会議等
において週間報告により担当執行役員から子会社の状況報告を実施する。
ｂ）内部通報システムとして当社グループの取締役・使用人等を通報対象者とするヘルプラインを設置して
おり、内部通報システムの担当部署は、内部通報の状況について、定期的に監査役に報告を行う。

(９) 当社の監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け
ないことを確保するための体制

　内部通報に関する規程に、監査役への報告に関しても不利な取扱いを受けないことを保証することを明記し
ている。
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(10) 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の当
該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

①　監査役の職務の執行に必要な年度予算を監査役室の年度予算として確保し、監査役会または監査役の要請
に沿って費用処理する。
②　外部の専門家の活用や計画外の子会社往査等、監査役室の年度予算編成時に想定できなかった事態が生じ
た場合、当該事態に係る費用については監査役会または監査役からの要請に基づき、会社負担として処理す
る。

(11) その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　原則として月１度、社長・管理本部担当役員・内部監査部門長等で構成し、常勤監査役が出席する内部統
制会議を開催し、内部統制に関する情報の共有を図る。
②　定期的に監査役と会計監査人との意見交換を行う。
(12) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
　反社会的勢力による経営活動への関与の防止や当該勢力による被害を防止する観点から「グループ倫理綱
領」「グループコンプライアンス行動指針」を定め運用するとともに、関係機関とも情報交換を行う。

２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

(１) 損失の危険の管理に関する取組みの状況
①　当社グループでは、社長を委員長とするリスク・コンプライアンス委員会（年４回開催）を推進機関とし
て、コンプライアンスの徹底とリスクの管理・低減活動に取組んでおります。また、これらの活動状況につ
いては、半期に１回、取締役会に報告しております。

②　リスクマネジメントについては、「グループリスク管理規則」に基づき、期初に当社グループ全体のリス
クの洗い出し・評価を行い、優先して対応すべきリスクを決定、アクションプランを作成し日常的にリスク
の管理・低減活動に取組んでおります。リスクが顕在化した場合は、「緊急時対応要領」に基づき、幹部緊
急連絡網を通じて、社長をはじめとする経営幹部に直ちに報告がなされ、各関連部門が連携して迅速かつ適
切に対応しております。
③　新型コロナウイルス感染症の世界的感染拡大に対し、社長を本部長とする新型肺炎緊急対策本部を設置、
各種施策を実施しております。また、国内外の感染情報を収集し適切に管理するとともに、感染状況に応じ
たレベル別対応を構築・運用しております。
④　広域災害等の緊急時には、「危機管理規則」に則り、緊急対策本部を立上げ人命及び地域社会の安全を確
保するとともに、「事業継続計画」に則り、全部門が連携して被害・損失を最小化する体制を構築しており
ます。また、各拠点のリスクサーベイを実施し、その評価結果を踏まえ計画的に耐震補強等の対策を推進し
ております。
⑤　賠償責任、財物・利益、輸送等の事業運営上のリスクに対して、損害保険に加入しリスクヘッジしており
ます。
⑥　反社会的勢力排除として、社内規程を定め運用すると共に関係機関と定期的な情報交換を行い、必要に応
じて反社会的勢力の調査を実施しております。

(２) 取締役及び使用人の職務執行における法令順守・適正性の確保に関する取組みの状況
①　取締役会は、法令または定款に定められた事項、株主総会の決議により委任された事項、重要な業務執行
に関する事項などを決定するとともに、取締役及び執行役員等から定期的に職務執行状況についての報告を
受け、取締役及び執行役員等の職務執行を適切に監督しております。
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②　委員の過半数を社外取締役で構成する任意の指名・報酬諮問委員会を設置し、同委員会において取締役・
執行役員等の人事及び報酬についての審議を行うことで、役員の指名・報酬の決定に関する客観性と透明性
を確保しております。
③　コンプライアンスについては、「三菱ロジスネクストグループ倫理綱領」「コンプライアンス推進社標
準」に基づいたコンプライアンス推進体制のもと、当社役員及び従業員等にコンプライアンスの徹底を図っ
ております。
④　内部通報システムは、当社及び子会社にヘルプライン（通報窓口）を設置するとともに、ハラスメントの
専門窓口を設置しており、通報内容は、社内規程に則り適切に処理しております。また、ビジネスパートナ
ー向けの相談窓口を設置しており、問題の早期発見や改善措置に取組んでおります。

(３) 取締役の職務執行に係る情報の保存・管理に関する取組みの状況
　当社は、取締役の職務執行に係る重要書類について、文書管理に関する社内規程に基づき適切に保管及び管
理し、取締役及び監査役の求めに応じて常時閲覧できるようにしております。

(４) 取締役及び使用人の職務執行における効率性確保に関する取組みの状況
①　当社は、執行役員制度を導入し、取締役会による経営の監督・意思決定と執行役員による業務執行の機能
分化を促進し経営効率の向上を図っております。

②　取締役会において、「取締役会規則」「経営会議規則」「稟議規則」を定め、取締役会及び経営会議にお
ける付議･報告基準を明確にしており、当該基準に基づき、適正な意思決定及び報告を行っております。

③　取締役会がその役割・責務を果たすべく、より長期・戦略的な議論の充実を図ると同時に有効なモニタリ
ングを確立するため、効率的かつ実効的な運営に見直しております。
④　取締役会議事録・監査役会議事録の電子承認を導入し、適切に保管・管理しております。
⑤　取締役会や経営会議等の会議運営に当たり、Web会議システムを利用し柔軟な会議運営を実現するとと
もに、資料のペーパーレス化を実施し効率性を高めております。

(５) 子会社管理に関する取組みの状況
①　当社子会社の経営管理については、国内・海外子会社について、グループ会社を管理する規程を制定し、
運用しており、各種会合を定期的に開催し、経営陣幹部、各担当部門とグループ会社の意思疎通を図るとと
もに、グループ会社における経営上の重要事項について付議・報告を受けております。

②　当社の役員及び従業員をグループ会社の取締役・執行役員として派遣するとともに、海外においては地域
統括会社を設置し傘下グループ会社のガバナンスと内部統制の強化に向けた取組みを行っております。
③　内部監査部門によるグループ会社監査を実施し、グループ経営に対応したモニタリング活動を実施してお
ります。

(６) 監査役監査の実効性の確保に関する取組みの状況
①　監査役は、経営会議、リスク・コンプライアンス委員会、内部統制会議などの社内の重要会議に出席する
ほか、稟議書等の重要書類が回覧される仕組みにしており、監査の実効性を確保しております。
②　監査役は、取締役・執行役員・業務執行部門への定期ヒアリング、社外取締役も陪席する会長及び社長と
の意見交換会、会計監査人との情報交換、内部統制部門との情報や意見交換等を行い、連携を密にして監査
の実効性と効率性の向上を図っております。
③　内部通報制度により通報を受けた内容等は、監査役に対して速やかに情報共有しております。また、内部
通報に関する規程に、通報を理由とした内部通報者への不利益な取扱いを禁ずる旨を明記し、周知・徹底し
ております。
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３．当社のコーポレートガバナンス体制
(１) 基本的な考え方
①　コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方
　当社は、「世界のあらゆる物流シーンで、お客様にソリューションを提供し続け、未来創りに貢献する」
という企業理念を踏まえ、グループ全体の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目的として、コー
ポレートガバナンスを実現いたします。

②　コーポレートガバナンスに関する基本方針
　当社は、執行役員制度を導入することにより、取締役会による経営の監督・意思決定と執行役員による業
務執行の機能分化を促進し経営効率の向上を図るとともに、社外取締役の活用及び監査役監査の充実によ
り、会社の意思決定の透明性・公正性を確保し、実効性のあるコーポレートガバナンス体制の確立を目指
します。

(２) 取締役会
①　取締役会の主な役割・責務
　取締役会は、持続的な成長・企業価値の向上に資する中長期的な経営戦略を担う機関と位置付け、大局的
見地から次に掲げる事項の決定と経営監督を行います。
　ａ）法令または定款に定められた事項
　ｂ）株主総会の決議により委任された事項
　ｃ）重要な業務執行に関する事項
②　取締役会の構成
　取締役会は、活発な審議と迅速な意思決定を実現すべく取締役10名以内とし、取締役の内複数名は当社
の独立性基準を満たす独立社外取締役で構成します。また、取締役会は、取締役の知識・経験・専門性・
資質・背景等のバランスを総合的に判断し、取締役会全体として、当社の企業価値向上により貢献できる
人物で構成します。

(３) 監査役会
　　監査役は、株主の負託を受けた独立の機関として会社の監督機能の一翼を担い、取締役の職務の執行を
監査することにより、企業価値創出を実現し、社会の信頼に応える良質なコーポレートガバナンス体制を
確立する責務を負います。この責務を通じ、監査役は当社の意思決定の透明性・公正性を担保するととも
に、取締役による経営判断の原則に則った迅速・果断な意思決定を可能とする環境整備に努めます。

　　監査役会は、社外監査役の独立性と常勤監査役が保有する情報収集力を有機的に組み合せて監査の実効
性を高めるとともに、社外取締役との連携を確保し、情報の交換及び認識の共有を図ります。

(４) 指名・報酬諮問委員会
　　当社役員の指名及び報酬の決定に関して、その客観性及び適正性を確保するため、取締役会の諮問機関
として任意の指名・報酬諮問委員会を設置しています。指名・報酬諮問委員会は、取締役会長、取締役社
長、社外取締役３名で構成し、当社の役員人事及び役員報酬の決定に関し、審議・検討し、その結果を取
締役会に答申いたします。当期は全９回の指名・報酬諮問委員会を開催し、役員の指名、報酬及び後継者
計画に関する審議等を行いました。

(５) 取締役会長・取締役社長・執行役員
①　取締役会長
　取締役会長は、取締役会議長として取締役会の適正な運営を担うとともに、業務執行における取締役社長
の経営判断について助言を行います。
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②　取締役社長
　取締役社長は、当社グループの最高経営責任者として、グループ全体の業務執行を統括します。人格・見
識ともに優れ、高いマネジメント能力、業務上の専門的知識及び豊富な経験を有するとともに、強いリー
ダーシップとグローバル思考によりグループ全体を牽引し、健全で透明性の高い経営を実現することがで
きる人物といたします。
③　執行役員
　取締役会は、執行役員を選任し、担当職務を委嘱いたします。なお、当社は、取締役会長、取締役社長及
び上席執行役員以上の役付執行役員を経営陣幹部として定義しています。

(６) 経営会議
①　経営会議の主な役割
　経営会議は、機動的・効率的な業務執行に資するため、取締役会に付議する事項を含む業務執行全体につ
いて審議・意思決定を行います。
②　経営会議の構成
　取締役会長、取締役社長、役付執行役員及び各室長・本部長で構成します。常勤監査役は、経営会議に出
席して、適宜意見を述べます。

(７) リスク・コンプライアンス委員会
①　リスク・コンプライアンス委員会の主な役割
　リスク・コンプライアンス委員会は、当社グループのリスク管理及びコンプライアンスの推進・運営の最
高機関で、グループ全体のリスク・コンプライアンス情報を統一管理し、方針・施策の決定、及び活動の
推進・フォローを行います。原則四半期毎に開催し、取締役会に対してこれらの状況を四半期毎に報告し
ます。

②　リスク・コンプライアンス委員会の構成
　取締役社長を委員長として、各室長・本部長等で構成します。そのほか、リスク・コンプライアンス委員
会には、アドバイザーとして取締役会長、常勤監査役が出席し適宜意見を述べます。

(８) サステナビリティ会議
①　サステナビリティ会議の主な役割
　サステナビリティ会議は、当社グループのサステナビリティ活動の推進・運営の最高機関で、サステナビ
リティに関する取組み全体を統括し、方針・施策の決定、及び活動の推進・フォローを行います。原則年
間3回開催し、取締役会に対してこれらの状況を定期的（年3回）に報告します。
②　サステナビリティ会議の構成
　取締役社長を議長として、取締役会長、各室長・本部長等で構成します。
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連結注記表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
１. 連結の範囲に関する事項

⑴ 連結子会社の数　　　　　　　　　58社
主要な連結子会社の名称

ロジスネクスト東京㈱
ロジスネクスト近畿㈱
三菱重工叉車（大連）有限公司
上海力至優叉車製造有限公司
優嘉力叉車（安徽）有限公司
三菱ロジスネクスト　アジア パシフィック社
ロジスネクスト　マニュファクチャリング　タイランド社
三菱ロジスネクスト　アメリカス社
三菱ロジスネクスト　アメリカス（ヒューストン）社
三菱ロジスネクスト　アメリカス（マレンゴ）社
エクイップメント・デポ社
三菱ロジスネクスト　ヨーロッパ社
当連結会計年度より、物捷仕叉車（上海）有限公司を新たに設立し連結子会社となったため、連結の

範囲に含めております。
三菱ロジスネクスト　ヨーロッパ社において、Red Diamond Distribution Investments社とその

傘下会社１社の株式を取得し連結子会社としたため、連結の範囲に含めております。
エクイップメント・デポ社において、エクイップメント・デポ　ワシントン社を新たに設立し連結子

会社となったこと、またエクイップメント・デポ　ノースウエスト社（旧Norlift of Oregon社）の株
式を取得し連結子会社となったことにより、連結の範囲に含めております。

三菱ロジスネクスト　アメリカス（ヒューストン）社傘下の連結子会社１社について、三菱ロジスネ
クスト　アメリカス（ヒューストン）社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲か
ら除いております。

三菱ロジスネクスト　ヨーロッパ社において、傘下の連結子会社のうち１社をすべての所有株式の売
却により連結の範囲から除くとともに、１社を傘下会社同士の吸収合併による消滅のため連結の範囲か
ら除いております。

⑵ 主要な非連結子会社の名称
物捷仕香港有限公司（旧社名：力至優香港有限公司）
ロジスネクスト　インド社（旧社名：ニチユフォークリフト　インド社）

連結の範囲から除いた理由
　非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持
分に見合う額）等は少額であり、かつ全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、
連結の範囲より除外しております。
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商 品 及 び 製 品 フォークリフトの製品及び販売部品は総平均法による原価法。その他の製品及
び商品は個別法による原価法。

仕 掛 品 フォークリフトの仕掛品は総平均法による原価法。その他の仕掛品は個別法に
よる原価法。

原材料及び貯蔵品 原材料は移動平均法または総平均法による原価法。貯蔵品は移動平均法による
原価法または最終仕入原価法。

２. 持分法の適用に関する事項
⑴ 持分法を適用した非連結子会社の数　なし
⑵ 持分法を適用した関連会社の数　　　６社

主要な会社等の名称
北関東ニチユ㈱
北関東ＴＣＭ㈱

⑶ 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の状況
非連結子会社　４社、関連会社　３社
持分法を適用しない理由
　各社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象
から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の
適用範囲から除外しております。

⑷ 持分法の適用の手続きについて特に記載する必要があると認められる事項
　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る計算書
類を使用しております。

３. 会計方針に関する事項
⑴ 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
　その他有価証券で市場価格のない株式等以外のものは、時価法（評価差額は全部純資産直入法により
処理、売却原価は移動平均法により算定）、市場価格のない株式等は、移動平均法による原価法により
算定しております。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　なお、棚卸資産の貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しておりま
す。

⑵ 固定資産の減価償却方法
　有形固定資産（リース資産を除く）については定額法によっております。リース資産はリース期間を耐
用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
　主な耐用年数は以下の通りです。

建物及び構築物　　　　　８～50年
機械装置及び運搬具　　　２～13年
工具、器具及び備品　　　２～10年

　無形固定資産については定額法によっております。
⑶ 引当金の計上基準

① 貸倒引当金
　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権等につ
いては財務内容評価法によっております。

② 賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与に充てるため、翌連結会計年度に支給される賞与見込額のうち、当連結
会計年度の負担となる額を計上しております。
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③ 役員賞与引当金
　当社及び国内連結子会社は、役員賞与の支出に備えるため、翌連結会計年度における支給見込額のう
ち、当連結会計年度の負担となる額を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末退職慰労金要支給額を計上し
ております。

⑤ 製品保証引当金
　引渡後の製品保証費用の支出に備えるため、過去の実績を基礎に将来の製品保証費用を見積り、計上
しております。

⑥ 関係会社整理損失引当金
　関係会社の整理に伴う損失に備えるため、当該損失見込額を計上しております。

⑷ 外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。なお、在外連結子会社の資産及び負債は、各社の決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定
及び非支配株主持分に含めております。

⑸ 退職給付に係る負債の計上基準
　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当社及び一部を除く連結子会社は当連結会計
年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると
認められる額を計上しております。
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。
　過去勤務費用は、主として10年の定額法により発生した連結会計年度から費用処理を行うこととして
おります。
　数理計算上の差異は、主として10年の定率法により発生した翌連結会計年度から費用処理を行うこと
としております。
　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要
支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部における
その他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

⑹ 重要な収益及び費用の計上基準
① 収益認識基準

　当社グループは、下記の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。
ステップ５：企業が履行義務の充足時に（または充足するにつれて）収益を認識する。

　当社グループの事業は、主にフォークリフトを中心とした物流機器及び保守部品の生産・販売を国内及
び海外で行っており、これらの事業に付随する関連商品及び保守部品の販売も含まれます。製品及びサー
ビス等を提供するにあたり、複数の契約を締結している場合、各契約を結合し、取引価格を独立販売価格
の比率で、それぞれの履行義務に配分し、収益を認識しています。取引価格の算定においては、顧客への
約束した財またはサービスの移転と交換に企業が権利を得ると見込んでいる対価の金額で算定しておりま
す。製品の販売から生じる収益は、顧客との契約において約束された対価から、値引き及び販売奨励金な
どを控除した金額で測定しております。
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　主要な事業における主な履行義務及び収益を認識する通常の時点は、以下の通りです。
（製品）

　製品にはフォークリフト・関連商品の販売等及び物流システムなどの財またはサービスに対する支
配を契約期間にわたって顧客へ移転する工事契約が含まれます。
　フォークリフト・関連商品の販売等については、製品が顧客に検収された時点において顧客が当該
製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、通常は製品が顧客に検
収された時点で収益を認識しております。
　また、物流システムなどの財またはサービスに対する支配を契約期間にわたって顧客へ移転する工
事契約については、契約ごとの総収益を算定し、履行義務の完全な充足に向けての進捗度を測定する
ことにより、収益を認識しております。
　進捗度は、履行義務の充足を描写する方法により測定しており、主に、一定の期間にわたり履行義
務の充足のために発生した原価が、当該履行義務の充足のための予測される総原価に占める割合に基
づき見積っております。
　総原価の見積りは、顧客並びにサプライヤーとの契約において生じ得る以下の要因等により変動す
る可能性があります。

　・製品の仕様変更
　・工程遅延による追加原価
　・計画に含まれていない突発事象の発生

　取引の対価は、工事契約においては、契約上のマイルストーンにおいて概ね履行義務の充足の進捗
に応じて受領しており、また、製品の販売、役務の提供については、履行義務を充足してから概ね１
年以内に受領しております。

（アフターサービス）
　アフターサービスには、保守部品の販売及び定期点検・メンテナンス等のサービスが含まれます。
保守部品の販売は、保守部品が顧客に検収された時点において顧客が当該保守部品に対する支配を獲
得し、履行義務が充足されると判断していることから、通常は保守部品が顧客に検収された時点で収
益を認識しております。
　定期点検・メンテナンス等のサービスは、サービスの提供が完了した時点、またはサービスの提供
期間にわたって履行義務が充足されるに従って、収益を認識しております。完了報告書受領等の提供
するサービスの完了条件は、顧客との契約や協定等によって決定されます。
なお、取引の対価は、履行義務の充足時点から概ね１年以内に受領しております。

（その他）
　上記の（製品）に含まれない中古車等の販売については、製品が顧客に検収された時点において顧
客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、通常は製品が
顧客に検収された時点で収益を認識しております。

② ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
　リース取引開始日に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

⑺ のれんの償却方法及び償却期間
　のれんは、個々の投資の実態に合わせ、20年以内の投資回収見込み年数で原則として均等償却してお
ります。

－ 11 －



4. 重要な会計上の見積り
⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　のれん　18,545百万円（ユニキャリア㈱取得時に発生したのれんであり、内訳は日本12,001百万円、
米州6,544百万円です。）

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
上記ののれんについては減損の兆候があると判断しており、当期末において減損の認識の要否を検討す

るため、当該のれんを含む資産グループについて回収可能性を検討しております。
のれんを含む資産グループの回収可能価額を算出する際に用いる将来キャッシュ・フローの見積りは、

市場の動向やシェアに基づく販売台数、販売価格、粗利率やPMI（ポスト・マージャー・インテグレーシ
ョン）活動といった状況に応じ合理的と考えられる様々な要因を考慮して策定された実行可能な事業計画
に基づいております。将来キャッシュ・フローの見積期間はのれんの残存償却期間である３年とし、各年
度の将来キャッシュ・フローは、事業計画を基礎として算出しております。減損損失の認識の判定の結
果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が、のれんを含む資産グループの帳簿価額を超えることから、
減損損失を認識しておりません。

当期の連結計算書類に計上している金額は、現時点において入手可能な情報に基づいて合理的に判断し
たものですが、将来の予測不能な経営環境の変化等により、将来キャッシュ・フローが減少する場合は、
のれんにかかる減損損失を計上する可能性があります。

５. 会計方針の変更に関する注記
（ASC842号「リース」の適用）

米国会計基準を適用する在外子会社について、ASC842号「リース」を当連結会計年度の期首から適用
しております。これにより、当該在外子会社における借手のリース取引については、原則すべてのリース
を連結貸借対照表に資産及び負債として計上しております。

当該会計基準の適用にあたっては、経過措置で認められている、当該会計基準の適用による累積的影響
を適用開始日に認識する方法を採用しております。また、セール・アンド・リースバック取引を再評価
し、売却処理に該当しないと結論付けた取引について、金融取引として会計処理しており、譲渡資産を引
き続き認識し、譲渡収入を金融負債として認識する会計処理を適用しております。

この結果、当連結会計年度末の連結貸借対照表においては、有形固定資産の機械装置及び運搬具が
16,314百万円とリース資産が22,879百万円、流動負債のリース債務が5,846百万円とその他が1,542百
万円、固定負債のリース債務が16,582百万円とその他が14,754百万円増加しております。

なお、この変更による当連結会計年度の損益に与える影響は軽微です。
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⑴ 有形固定資産減価償却累計額 160,263百万円
⑵ 金融取引として会計処理した資産及び負債

機械装置及び運搬具 25,628百万円
流動負債その他 3,979百万円
固定負債その他 22,536百万円

⑷ 手形債権流動化に伴う買戻し義務額 2,727百万円
⑸ 輸出手形割引高 246百万円
⑹ 財務制限条項

６. 連結貸借対照表に関する注記

⑶ 担保に供している資産及び担保に対応する債務
　　　該当事項はありません。

　当社は、2017年３月24日付で、㈱三菱ＵＦＪ銀行をアレンジャーとする、その他８行によるシンジケ
ート方式によるタームローン契約を締結しております。この契約には、以下の財務制限条項が付されてお
ります。
　本契約締結日またはそれ以降に終了する各年度の決算期の末日における当社の貸借対照表における純資
産額を、当該決算期の直前の決算期の末日における当社の貸借対照表における純資産額の50％以上に維
持すること。
　なお、シンジケートローン契約の借入残高は、当連結会計年度末においては、長期借入金（一年以内に
返済する長期借入金を含む）16,000百万円です。

７. 連結損益計算書に関する注記
⑴ 事業構造改善費用

中国子会社の組織再編等による人的費用です。
⑵ 新型コロナウイルス関連損失

新型コロナウイルス感染症の影響による中国上海市のロックダウンにより、工場操業停止期間中に発生
した固定費（人件費、減価償却費、賃借料等）です。
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普通株式 106,705,013株

株式の種類 普通株式
配当金の原資 利益剰余金
配当金の総額 853百万円
１株当たり配当額 8円
基準日 2022年 3 月31日
効力発生日 2022年 6 月27日

株式の種類 普通株式
配当金の原資 利益剰余金
配当金の総額 960百万円
１株当たり配当額 9円
基準日 2023年 3 月31日
効力発生日 2023年 6 月29日

８. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵ 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
2022年６月24日開催の定時株主総会決議による配当
普通株式の配当に関する事項

⑶ 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当のうち、基準日が当連結会計年度中のものに関する事項
2023年６月28日開催の定時株主総会において、次の議案を付議することを予定しております。
普通株式の配当に関する事項

⑷ 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる株式の
種類及び数

普通株式　　　　　　　　　　　　　　 　355,000株

９. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、一時的な余資を、短期的な預金等の安全性の高い金融資産に限定して運用しており
ます。

受取手形、売掛金及び契約資産、電子記録債権、リース債権及びリース投資資産、短期貸付金に係る
顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主と
して株式であり、上場株式については適宜時価の把握を行っております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、短期間で決済されており、一部には材料等の輸入に伴う外貨
建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されていますが、同じ外貨建売掛金残高の範囲内にありま
す。

借入金の使途は、運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）並びに子会社株式取得資金を
目的にしたものです。

なお、デリバティブは内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。
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連結貸借対照表
計上額 時価 差額

リース債権及びリース投資資産 13,443 12,905 △538

投資有価証券
その他有価証券（*2） 4,976 4,976 －

資　産　計 18,419 17,881 △538
長期借入金（一年以内に返済する

長期借入金を含む） 128,281 128,279 △2
負　債　計 128,281 128,279 △2

デリバティブ取引（*3） △99 △99 －

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
2023年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次の通りです。
（単位：百万円）

（*1）現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売掛金及び契約資産、電子記録債権、短期貸付金、
支払手形及び買掛金、電子記録債務、短期借入金、未払金及び未払費用は短期間で決済されるため
時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（*2）市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額169百万円）は、「その他有価証券」に含めており
ません。

（*3）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務とな
る項目については、△で示しております。

⑶ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つの

レベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した
　　　　　　　　時価
レベル２の時価：レベル1のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを用いて算定
　　　　　　　　した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ
れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま
す。
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区 分
時　　　　　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合　　計
投資有価証券

その他有価証券 4,976 － － 4,976
資　産　計 4,976 － － 4,976

デリバティブ
通貨関連 － △99 － △99

区 分
時　　　　　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合　　計
リース債権及びリース投資資産 － 12,905 － 12,905

資　産　計 － 12,905 － 12,905
長期借入金 － 128,279 － 128,279

負　債　計 － 128,279 － 128,279

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
リース債権及びリース投資資産

　リース債権及びリース投資資産の時価は、債権の回収期間毎に区分した将来キャッシュ・フローの
見積額と無リスク金利に一定の調整を加えた利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル
２の時価に分類しております。

投資有価証券
　上場株式の時価は、活発な市場における相場価格を用いて評価しており、レベル１の時価に分類し
ております。

長期借入金（一年以内に返済する長期借入金を含む）
　長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基
に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

デリバティブ取引
　時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２の時価
に分類しております。
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１株当たり純資産額 707円19銭
１株当たり当期純利益 64円82銭

10.  収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループは、主にフォークリフトを中心とした物流機器及び保守部品の生産・販売を国内及び海外
で行っており、これらの事業に付随する関連商品及び保守部品の販売も含まれます。また、各事業の売上
高は、製品381,587百万円、アフターサービス170,143百万円、その他18,421百万円となっておりま
す。
　また企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づくリース収益等が、45,269百万円と
なっております。

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 ３．会計方針に関する事項 ⑹ 重要な収益及び費用
の計上基準 ① 収益認識基準」に記載の通りです。

⑶ 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①  契約資産及び契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権　　　　　　　93,103百万円
契　約　資　産　　　　　　　　　　　　　  8,045百万円
契　約　負　債　　　　　　　　　　　　　13,840百万円
　当連結会計年度に認識した収益のうち、2022年３月31日現在の契約負債残高に含まれていたもの
は、5,202百万円です。
　また、当連結会計年度において、過去の期間に充足または部分的に充足した履行義務から認識した
収益の額には金額に重要性はありません。なお、顧客との契約に関する契約資産・契約負債に重要な
変動はありません。

②  残存履行義務に配分した取引価格
　当連結会計年度末現在で当初の予想残存期間が１年を超える残存履行義務に配分された取引価格は
291,295百万円です。このうち、翌連結会計年度に243,250百万円が収益として認識されると予想し
ております。
　なお、主に当初の予想期間が１年以内の契約であるため、実務上の便法を適用し、当該開示には含
めておりません。これらは主に、フォークリフト・関連商品、保守部品の販売及び定期点検・メンテ
ナンス等のサービスに関連するものです。

11. １株当たり情報に関する注記
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12. 企業結合等に関する注記
取得による企業結合

⑴ 企業結合の概要
① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称    Norlift of Oregon, Inc.
                            Norcan Handling Systems, LLC
事業の内容             物流機器販売代理店及びコンテナ事業

② 企業結合を行った主な理由
未進出であった米国北西部の市場において、物流機器から部品、サービス、レンタルに至るま

で、既存及び新規顧客のニーズにトータルで応えることで顧客満足の向上に努め、結果として北米
市場において確固たる業界ポジションを構築することを目的としております。

③ 企業結合日
2022年6月1日

④ 企業結合の法的形式
現金を対価とする株式の取得

⑤ 結合後企業の名称
Equipment Depot Northwest, Inc.

（2022年11月４日付でNorlift of Oregon, Inc.より商号変更。また、2022年12月２日付で
Norcan Handling Systems, LLCをEquipment Depot Northwest, Inc.に吸収合併。）

⑥ 取得した議決権比率
100％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社の子会社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

⑵ 連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
2022年６月１日から2023年３月31日まで

⑶ 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価    現金      4,346百万円
取得原価                   4,346百万円

⑷ 主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリーに対する報酬・手数料等 199百万円

⑸ 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
① 発生したのれんの金額

1,552百万円
② 発生原因

主として今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力によるものです。
③ 償却方法及び償却期間

10年間にわたる均等償却
⑹ 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産    1,610百万円
固定資産    2,578百万円
資産合計    4,189百万円
流動負債       875百万円
固定負債       519百万円
負債合計    1,395百万円
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⑺ のれん以外の無形固定資産に配分された金額及びその主要な種類別の内訳並びに全体及び主要な種類別
の加重平均償却期間                                              

　　種類　　　　　金額　　　　加重平均償却期間
顧客関連資産　　  685百万円     　　15年
商　標　権             10百万円     　　10年          
計                  　  696百万円     　　 －             

⑻ 企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及
ぼす影響の概算額及びその算定方法

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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商 品 及 び 製 品 フォークリフトの製品及び販売部品は総平均法による原価法｡その他の商品及
び製品は個別法による原価法。

仕 掛 品 フォークリフトの仕掛品は総平均法による原価法｡その他の仕掛品は個別法に
よる原価法。

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 原材料は移動平均法または総平均法による原価法。貯蔵品は移動平均法によ
る原価法または最終仕入原価法。

有形固定資産
(リース資産を除く)

定額法によっております。

無形固定資産
(リース資産を除く)

定額法によっております。

リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

個別注記表
１. 重要な会計方針

⑴ 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式、関連会社株式及び関係会社出資金は移動平均法による原価法により算定しておりま
す。その他有価証券のうち、市場価格のない株式等以外のものは時価法（評価差額は全部純資産直入
法により処理、売却原価は移動平均法により算定)、市場価格のない株式等は移動平均法による原価
法により算定しております。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

なお、棚卸資産の貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しておりま
す。

⑵ 固定資産の減価償却方法

⑶ 外貨建資産・負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。
⑷ 引当金の計上基準

① 貸倒引当金
債権の貸倒による損失に備えるため､一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権等に

ついては財務内容評価法によっております。
② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、翌事業年度に支給される賞与見込額のうち、当事業年
度の負担となる額を計上しております。

③ 役員賞与引当金
役員賞与の支出に備えるため、翌事業年度における支給見込額のうち、当事業年度の負担となる額

を計上しております。
④ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。過去勤務費用について
は、10年の定額法により発生した事業年度から費用処理を行うこととしております。数理計算上の
差異については、10年の定率法により発生した事業年度の翌事業年度から費用処理を行うこととし
ております。

⑤ 製品保証引当金
引渡後の製品保証費用の支出に備えるため、過去の実績を基礎に将来の製品保証費用を見積り、計

上しております。
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⑥ 関係会社事業損失引当金
関係会社の事業に係る損失に備えるため、将来発生する可能性のある損失見込額を計上しておりま

す。
⑦ 関係会社整理損失引当金

関係会社の整理に伴う損失に備えるため、当該損失見込額を計上しております。
⑸ 収益及び費用の計上基準

当社は、下記の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：企業が履行義務の充足時に（または充足するにつれて）収益を認識する
当社の事業は、主にフォークリフトを中心とした物流機器及び保守部品の生産・販売を国内及び海外

向けに行っており、これらの事業に付随する関連商品及び保守部品の販売も含まれます。製品及びサー
ビス等を提供するにあたり、複数の契約を締結している場合、各契約を結合し、取引価格を独立販売価
格の比率で、それぞれの履行義務に配分し、収益を認識しています。取引価格の算定においては、顧客
への約束した財またはサービスの移転と交換に企業が権利を得ると見込んでいる対価の金額で算定して
おります。製品の販売から生じる収益は、顧客との契約において約束された対価から、値引き及び販売
奨励金などを控除した金額で測定しております。

主要な事業における主な履行義務及び収益を認識する通常の時点は、以下の通りです。
（製品）

製品にはフォークリフト・関連商品の販売等及び物流システムなどの財またはサービスに対する支配
を契約期間にわたって顧客へ移転する工事契約が含まれます。

フォークリフト・関連商品の販売等については、原則として、検収時点において支配が顧客に移転し
て履行義務が充足されることから、当該時点において収益を認識しています。国内向けのフォークリフ
ト・関連商品の販売については、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時点までの期間が、通
常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。海外向け販売についても、支配が顧客に
移転して履行義務が充足される時点で収益を認識しております。

また、物流システムなどの財またはサービスに対する支配を契約期間にわたって顧客へ移転される工
事契約については、契約ごとの総収益を算定し、履行義務の完全な充足に向けての進捗度を測定するこ
とにより収益を認識しております。

進捗度は、履行義務の充足を描写する方法により測定しており、主に、一定の期間にわたり履行義務
の充足のために発生した原価が、当該履行義務の充足のための予測される総原価に占める割合に基づき
見積っております。

総原価の見積りは、顧客並びにサプライヤーとの契約において生じ得る以下の要因等により変動する
可能性があります。

・製品の仕様変更
・工程遅延による追加原価
・計画に含まれていない突発事象の発生
取引の対価は、工事契約においては、契約上のマイルストーンにおいて概ね履行義務の充足の進捗に

応じて受領しており、また、製品の販売、役務の提供については、履行義務を充足してから概ね１年以
内に受領しております。
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（アフターサービス）
アフターサービスには、保守部品の販売及び定期点検・メンテナンス等のサービスが含まれます。
保守部品の販売は、保守部品が顧客に検収された時点において顧客が当該保守部品に対する支配を獲

得し、履行義務が充足されると判断していることから、通常は保守部品が顧客に出荷された時点で収益
を認識しております。

定期点検・メンテナンス等のサービスについては、サービスの提供が完了した時点、またはサービス
の提供期間にわたって履行義務が充足されるに従って、収益を認識しております。完了報告書受領等の
提供するサービスの完了条件は、顧客との契約や協定等によって決定されます。

なお、取引の対価は、履行義務の充足時点から概ね１年以内に受領しております。
⑹ 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連
結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

⑺ のれんの償却方法及び償却期間
のれんは、個々の投資の実態に合わせ、20年以内の投資回収見込み年数で原則として均等償却してお

ります。

２. 収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１.重要な会計方針　⑸収益及び費用
の計上基準」に記載の通りです。

３. 重要な会計上の見積り
⑴ のれん

① 当事業年度の計算書類に計上した金額
のれん　12,001百万円（ユニキャリア㈱取得時に発生したのれんです。）

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積り内容に関する情報
①の金額の算出方法等は、「連結注記表、４．重要な会計上の見積り」の内容と同一です。

⑵ 関係会社株式
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社株式（三菱ロジスネクスト ヨーロッパ社）　33,867百万円
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

関係会社株式については、子会社及び関連会社の財政状態の悪化により実質価額が50％以上低下し
たときは、相当の減額をなし、評価差額は当期の損失として処理することとしております。

三菱ロジスネクスト ヨーロッパ社の株式の実質価額は、事業価値から非事業資産（現金及び預金）
及び有利子負債を控除した株式価値により算定しております。事業価値は、市場の動向やシェアに基
づく販売台数、販売価格、粗利率やPMI（ポスト・マージャー・インテグレーション）活動といった
状況に応じ、合理的と考えられる様々な要因を考慮して策定された実行可能な事業計画に基づき見積
りを行った将来キャッシュ・フローを、独立した外部専門家により算出された割引率を用いて算定し
ております。なお、各年度の将来キャッシュ・フローは、事業計画を基礎として算出しております。

当事業年度において、上記に基づき関係会社株式を評価した結果、関係会社株式にかかる評価損は
計上しておりません。

当期の計算書類に計上している金額は、現時点において入手可能な情報に基づいて合理的に判断し
たものですが、期末日において帳簿価額が実質価額を上回っており、将来の予測不能な経営環境の変
化等により、関係会社株式の実質価額が減少する場合は、関係会社株式にかかる評価損を計上する可
能性があります。
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⑴ 関係会社に対する短期金銭債権 61,468百万円
関係会社に対する長期金銭債権 833百万円
関係会社に対する短期金銭債務 13,132百万円
関係会社に対する長期金銭債務 76,778百万円

⑵ 有形固定資産減価償却累計額 35,262百万円
⑶ 手形債権流動化に伴う買戻し義務額 2,727百万円
⑷ 輸出手形割引高 246百万円
⑸ 財務制限条項

当社は、2017年３月24日付で、㈱三菱ＵＦＪ銀行をアレンジャーとする、その他８行によるシン
ジケート方式によるタームローン契約を締結しております。この契約には、以下の財務制限条項が付
されております。

本契約締結日またはそれ以降に終了する各年度の決算期の末日における当社の貸借対照表における
純資産額を、当該決算期の直前の決算期の末日における当社の貸借対照表における純資産額の50％以
上に維持すること。

なお、シンジケートローン契約の借入残高は、当事業年度末においては、長期借入金（一年以内に
返済する長期借入金を含む）16,000百万円です。

４. 表示方法の変更に関する注記
「税効果会計に関する注記」
　前事業年度において、「その他」に含めて表示しておりました「減価償却超過額」は、金額的重要性が増
したため、当事業年度においては区分掲記しております。
　なお、前事業年度における「減価償却超過額」の金額は222百万円です。

５. 貸借対照表に関する注記
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関係会社に対する売上高 142,987百万円
関係会社からの仕入高他 16,007百万円
関係会社との営業取引以外の取引高 7,708百万円

用途 種類 場所
貸与資産 土地 福岡県福岡市、静岡県富士市

建物 福岡県福岡市、静岡県富士市

土地 241百万円
建物 30百万円

普通株式 5,216株

６. 損益計算書に関する注記
⑴ 関係会社との取引高

⑵ 減損損失
① 減損損失を認識した資産または資産グループの概要

② 資産のグルーピングの方法
原則として、事業用資産については事業所別にグルーピングをしております。遊休資産並びに貸与

資産については個々の物件ごとに減損の要否を検討しております。
③ 減損損失の認識に至った経緯

貸与資産における収益性の悪化により、将来キャッシュ・フローが帳簿価額を下回ったため、帳簿
価額を回収可能価額まで減額しております。

④ 回収可能価額の算定方法
回収可能価額は正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の金額としております。正味売却価額は

市場価値を勘案した合理的な見積りにより算定しており、使用価値は将来キャッシュ・フローを適用
割引率で割り引いて算定しております。

⑤ 減損損失の金額

７. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の数

８. 連結配当規制適用会社に関する注記
当社は、連結配当規制の適用会社です。
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繰延税金資産
貸倒引当金 2百万円
賞与引当金 528百万円
製品保証引当金 464百万円
未払事業税 36百万円
退職給付引当金 2,937百万円
投資有価証券評価損 34百万円
関係会社株式評価損 1,315百万円
関係会社出資金評価損 2,537百万円
関係会社事業損失引当金 271百万円
土地評価減 1,561百万円
試験研究費 753百万円
減価償却超過額 269百万円
その他 767百万円

繰延税金資産       小計 11,483百万円
評価性引当額 △5,968百万円

繰延税金資産       合計 5,514百万円

繰延税金負債
買換資産圧縮積立金 115百万円
固定資産圧縮積立金 15百万円
その他有価証券評価差額金
資本連結による評価差額

916百万円
1,657百万円

その他 352百万円
繰延税金負債        合計 3,057百万円
繰延税金資産の純額 2,457百万円

９. 税効果会計に関する注記
⑴ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

⑵ 法人税及び地方法人税の会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理
　　当社及び一部の国内連結子会社は、当事業年度の期首から、単体納税制度よりグループ通算制度へ移行し

ております。
　　これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制

度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従
っております。
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（１）親会社 (単位：百万円）

種 類 会社等の名称
議決権等の
被所有割合

(％)
関連当事者
との関係 取 引 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

親会社 三菱重工業㈱ 直接　64.58
営業取引
原材料の購入
資金の借入

利息の支払 432 長期借入金 76,778

（２）子会社等 (単位：百万円）

種 類 会社等の名称
議決権等の
所有割合

(％)
関連当事者
との関係 取 引 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

ロジスネクスト東北㈱ 直接　100.0 当社製品の販売
営業取引
産業車両･物流システ
ム･その他の販売

6,237 売掛金 2,769

ロジスネクスト東京㈱ 直接　100.0 当社製品の販売
営業取引
産業車両･物流システ
ム･その他の販売

20,440 売掛金 10,154

ロジスネクスト中部㈱ 直接　100.0 当社製品の販売
営業取引
産業車両･物流システ
ム･その他の販売

13,383 売掛金 6,799

ロジスネクスト近畿㈱ 直接　100.0 当社製品の販売
営業取引
産業車両･物流システ
ム･その他の販売

15,751 売掛金 7,245

ロジスネクスト中国㈱ 直接　100.0 当社製品の販売
営業取引
産業車両･物流システ
ム･その他の販売

7,229 売掛金 3,284

ロジスネクスト九州㈱ 直接　100.0 当社製品の販売
営業取引
産業車両･物流システ
ム･その他の販売

10,270 売掛金 4,733

三菱ロジスネクスト
アメリカス（ヒューストン）社 間接　100.0 部品の供給

営業取引
産業車両･物流システ
ム･その他の販売

13,851 売掛金 5,870

三菱ロジスネクスト
アメリカス（マレンゴ）社 間接　100.0 部品の供給

営業取引
産業車両･物流システ
ム･その他の販売

17,639 売掛金 2,329

三菱ロジスネクスト
ヨーロッパ（スペイン）社 間接　100.0 部品の供給

営業取引
産業車両･物流システ
ム･その他の販売

4,628 売掛金 2,809

⼒至優叉車（上海）有限公司 直接　100.0 当社製品の販売 引当金の繰入(注)2 433 関係会社事業
損失引当金 888

優嘉⼒叉車（安徽）有限公司 直接　100.0 なし
引当金の戻入(注)3 1,131 － －

出資 732 － －

10. 関連当事者との取引に関する注記

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定しており、返済条件は期間10

年としております。なお、担保は提供しておりません。

－ 26 －



（３）兄弟会社等 (単位：百万円）

種 類 会社等の名称
議決権等の
被所有割合

(％)
関連当事者
との関係 取 引 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

同一の
親会社
を持つ
会社

MHIフィナンシャル㈱ － 資金の借入 借入及び返済 11,599 短期借入金 11,999

１株当たり純資産額 499円04銭
１株当たり当期純利益 10円96銭

（注）1.取引条件及び取引条件の決定方針等
　　　　フォークリフト・物流システム等の販売については、市場価格、総原価を勘案して取引価格を設定し、

その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の取引先と同様の条件によっております。
2.⼒至優叉車（上海）有限公司の事業に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態を勘案し、損失負

担見込額を計上しております。
3.前事業年度において、優嘉⼒叉車（安徽）有限公司の事業に係る損失に備えるため計上しておりまし

た引当金について、戻入れたものです。

（注）取引条件及び取引条件の決定方針
親会社が運営するCMS（キャッシュ・マネジメント・システム）における取引のため、資金の借入

と返済に関する取引金額は純額で記載しております。また、利率は市場金利を勘案して合理的に決定
しております。

11. １株当たり情報に関する注記

－ 27 －
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